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1.  概要 

本資料は，再処理施設，廃棄物管理施設，MOX燃料加工施設の設計基準対象施設及び

再処理施設，MOX燃料加工施設の重大事故等対処施設に対する，建物・構築物（本資料

においては，建屋及び屋外機械基礎とし，洞道，竜巻防護対策設備及び排気筒は含まな

い。※）（以下，「建物・構築物」という。）の地震応答計算書，耐震計算書及び水平2方

向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果を補足説明するものである。 

 

事業変更許可申請書においては，『基準地震動Ss-C4は水平方向の地震動のみであるこ

とから，水平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響評価を行う場合には，工学的

に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震動（以下，「一関東評価用地震

動（鉛直）」という。）による地震力を用いる』としている。したがって，一関東評価

用地震動（鉛直）は，基準地震動Ss-C4（水平方向）のみの地震力と組み合わせた影響

評価において用いるものとして位置付けられている。 

以上を踏まえ，設工認添付書類においては，一関東評価用地震動（鉛直）の影響評価

方針として以下の旨を「耐震設計の基本方針」に記載するとともに，影響評価結果につ

いては添付書類「一関東評価用地震動（鉛直）に関する影響評価結果」に示す。 

・「耐震設計の基本方針」における記載内容 

・水平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響評価にあたっては，一関東評価用

地震動（鉛直）による地震力を用いた場合においても，水平方向と鉛直方向の地震

力を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留まること

を確認する。具体的には，一関東評価用地震動（鉛直）を用いた場合の応答と基準

地震動の応答との比較により，基準地震動を用いて評価した施設の耐震安全性に影

響を与えないことを確認する。なお，施設の耐震安全性へ影響を与える可能性があ

る場合には詳細評価を実施する。影響評価結果については，「耐震性に関する計算

書」の別添に示す。 

 

なお，影響評価結果を添付書類「耐震性に関する計算書」とは分けて個別の図書に示

す理由を以下に示す。 

① 基準地震動Ssとの位置づけの違い 

事業変更許可申請書の審査においては，「ＫｉＫ－ｎｅｔ一関東観測点について

は，地表観測記録に地盤の非線形性及び観測点周辺の地形の影響が一部含まれてお

り，鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現できていないことから信頼性の高い基盤

地震動の評価は困難」であったため，水平動の３分の２倍を鉛直動と仮定して施設

の耐震性に及ぼす影響を確認できる余地を残していた。このことから，工学的に水

平方向の地震動から設定した一関東評価用地震動（鉛直）とそれを用いた評価結果

は，他の震源を特定せず策定する基準地震動Ssの鉛直方向によるものとは，鉛直方
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向で観測された記録に基づいていないという点で位置づけが異なっている。 

 

② 適用範囲の違い（鉛直方向単独の地震力としては考慮不要） 

基準地震動Ss-C4（水平方向）の地震力と組み合わせた影響評価において用いる

ものである一関東評価用地震動（鉛直）は，鉛直方向単独の地震力としての考慮は

不要である。このため，鉛直方向のみの地震力に対する評価（床スラブ等）におい

ては用いないことから，基準地震動Ss（鉛直方向）とは適用範囲が異なる。 

 

③他の影響評価との図書構成の整合 

下位クラス施設による波及的影響評価や，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せに関する影響評価と同様，一関東評価用地震動（鉛直）に対する影響評価につい

ても，添付書類「耐震性に関する計算書」とは分けて扱うことで，全体の図書構成

として整合するとともに，影響評価項目ごとに一括して確認が容易となる。また，

建物・構築物ごとの耐震計算書に展開する場合よりも，図書を一本化することで共

通する記載内容の統合が可能である。 

 

本資料では，建物・構築物の耐震評価において，一関東評価用地震動（鉛直）を考慮

した場合の影響について示す。 

影響評価の方法については，各計算書に示す耐震評価結果に，鉛直方向の地震荷重と

して一関東評価用地震動（鉛直）による影響を考慮した比率を乗じ、その評価結果が許

容限界の範囲内に留まることを確認する。影響評価の方法についての詳細は「3. 影響

評価方針」に示す。 

本資料では，一関東評価用地震動（鉛直）を用いた影響評価を行うにあたって，評価

対象部位の抽出とその評価方法を示すとともに，各建物・構築物の影響評価結果を示

す。なお，各建物・構築物の影響評価結果については，本文においては概要のみを示す

こととし，その詳細については別紙に示す。 

 

また，本資料は，今回設工認申請（令和2年12月24日申請）のうち，以下に示す添付

書類の補足説明に該当するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-2-1-1-1 安全冷却水B冷却塔の耐震性に関する計算

書」のうち「a.  安全冷却水B冷却塔の地震応答計算書」及び「b. 安全冷却水B冷

却塔の耐震計算書」 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-2-2-1-1 基礎の水平 2 方向及び鉛直方向の地震力の組

合せに関する影響評価結果」 

・MOX燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-1-1-1 燃料加工建屋の地震応答計算書」 

・MOX燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-1-1-2 燃料加工建屋の耐震計算書」 
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・MOX 燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-3-1-1 建物・構築物の水平 2方向及び鉛直方向

地震力の組合せに関する影響評価結果」 

 

※：本資料において説明する内容については，適用範囲外とした施設のそれぞれの資料

において説明するが，本資料の引用でこれに代える場合には，引用範囲も記載す

る。 
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2.  一関東評価用地震動（鉛直）の概要 

影響評価に用いる一関東評価用地震動（鉛直）について，解放基盤表面位置での一関

東評価用地震動（鉛直）の設計用応答スペクトルを，基準地震動Ssの設計用応答スペク

トルと併せて第2.-1図に，設計用模擬地震波の加速度時刻歴波形を第2.-2図に示す。 

事業変更許可申請書に示すとおり，一関東評価用地震動（鉛直）は，一関東観測点に

おける岩手・宮城内陸地震の水平方向の地震観測記録の応答スペクトルに，水平方向に

対する鉛直方向の地震動の比率として2/3を乗じた応答スペクトルから，一関東観測点

における岩手・宮城内陸地震で得られた鉛直方向の地中記録の位相を用いて作成した地

震動である。 

 

 

第2.-1図 一関東評価用地震動（鉛直）の設計用応答スペクトル 

注記：再処理施設の事業変更許可申請書 第1.6-5図， 

MOX燃料加工施設の事業変更許可申請書 添5第14図， 

廃棄物管理施設の事業変更許可申請書 第1.5-5図から引用 
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第2.-2図 一関東評価用地震動（鉛直）の加速度時刻歴波形 

注記：再処理施設の事業変更許可申請書 第1.6-6図， 

MOX燃料加工施設の事業変更許可申請書 添5第15図， 

廃棄物管理施設の事業変更許可申請書 第1.5-6図から引用 
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3.  影響評価方針 

本章では，建物・構築物の耐震評価において，鉛直方向の地震荷重として一関東評価

用地震動（鉛直）を考慮した場合の影響評価の方針について示す。 

各計算書に示す耐震評価結果は，Ss地震時に対する評価及びSd地震時に対する評価に

おいて地盤物性のばらつきを考慮し，水平方向及び鉛直方向の各地震力を包絡した結果

となっている。 

そこで，影響評価の方法は，評価対象部位に対して，一関東評価用地震動（鉛直），

または一関東評価用地震動（鉛直）に対して係数0.5を乗じた地震動（以下，「0.5×一

関東評価用地震動（鉛直）」という。）による影響を考慮した割増係数を，各計算書に

示す地盤物性のばらつきを考慮した耐震評価結果（検定比）に乗じ，その検定比が1.00

を超えないことで保守的に確認することを基本とした。なお，割増係数については，Ss

地震時に対する評価及びSd地震時に対する評価それぞれについて基本ケースの解析結果

による応答比率から算出する。具体的には，Ss地震時に対する評価については，各建

物・構築物の応答解析モデルに，基準地震動Ss（鉛直）を入力した場合に対する一関東

評価用地震動（鉛直）を入力した場合のそれぞれの最大応答値による応答比率から算出

する。Sd地震時に対する評価については，各建物・構築物の応答解析モデルに，弾性設

計用地震動Sd（鉛直）を入力した場合に対する0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を入

力した場合のそれぞれの最大応答値の応答比率から算出する。基準地震動Ss（鉛直）及

び弾性設計用地震動Sd（鉛直）の最大応答値については全波をそれぞれ入力した場合の

各々の波に対する最大応答値の包絡値を示す。 

また，本検討は，鉛直方向の影響検討であることから，水平方向の地震力が寄与する

部分への割増しは不要であるが，保守的に水平方向と鉛直方向の両方向の地震力を考慮

した検定比に対して，一律割増しを行う。 

ここで，一関東評価用地震動（鉛直）及び0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による

地震応答解析に用いる応答解析モデルは，添付書類「耐震性に関する説明書」のうち各

建物・構築物の地震応答計算書に示す地震応答解析モデル（鉛直方向）とする。 

評価対象部位は，各計算書において耐震評価を実施している部位のうち，鉛直方向の

地震力の影響を受ける部位とし，詳細は「4.1 評価対象部位の抽出」に示す。 

抽出した評価対象部位に対する評価方法の詳細は，「4.2 評価対象部位の評価方法」

に示す。 

また，割増係数を乗じた検定比が1.00を超える場合，即ち，安全上支障がないと言え

ない場合は，詳細評価として，基準地震動Ss-C4（水平）と一関東評価用地震動（鉛

直），または弾性設計用地震動Sd（水平）と0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を組み合

わせた地震荷重を用いた応力解析による評価を実施する。 

上記を踏まえた，評価フローを第 3.-1 図に示す。  
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第 3.-1 図 評価フロー 
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検定比＞1.00

検定比≦1.00

評価開始

一関東評価用地震動（鉛直）及び
0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による

地震応答解析（基本ケース）の実施
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4.  評価対象部位の抽出と評価方法 

4.1  評価対象部位の抽出 

「3. 影響評価方針」に示すとおり，評価対象部位は，各計算書において耐震評価を

実施している部位のうち，鉛直方向の地震力の影響を受ける部位とする。 

各計算書において耐震評価結果を示す部位としては，耐震壁，地盤（接地圧），基礎

スラブ，Sクラスの壁及び床*，屋根鉄骨及び屋根トラスが存在する。このうち，耐震評

価において鉛直方向の地震荷重を組み合わせて耐震評価を行っている，地盤（接地

圧），基礎スラブ，Sクラスの壁及び床，屋根鉄骨及び屋根トラスを本評価における評価

対象部位として抽出した。 

耐震壁，並びにSクラスの壁のうちセル壁，貯蔵区域の壁，受入れ室の壁，貯蔵室等

の壁，検査室の壁及び重要区域の壁（以下，「セル壁等」という。）については，Ss地震

時に対する評価において，水平方向の地震荷重により求まる各層の最大せん断ひずみ度

が許容限界を超えないことを確認することで，構造強度，機能維持の確認が可能であ

り，鉛直方向の地震荷重は組み合わせていない。以上のことから，耐震壁及びセル壁等

のSs地震時に対する評価については本評価の対象外とする。 

また，Sクラスの床についてはSd地震時に対する評価及びSs地震時に対する評価の判

定値は短期許容応力度であり，弾性設計用地震動Sdによる地震力よりも基準地震動Ssに

よる地震力の方が大きいことから，Ss地震時の評価にSd地震時の評価が包含されるた

め，本評価ではSs地震時の評価を対象とする。 

各建物・構築物の評価対象部位及び応答比率の算定に用いる地震動の整理結果を第

4.1-1表に示す。 

 

*：セル壁及び床，貯蔵区域の壁及び床，受入れ室の壁及び床，貯蔵室等の壁及び床， 

検査室の壁及び床，重要区域の壁及び床，プールの壁及び床 
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第4.1-1表 評価対象部位及び応答比率の算定に用いる地震動の整理結果 

地盤
（接地圧）

基礎スラブ 耐震壁
屋根鉄⾻

屋根トラス

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

弾性設計⽤地震動Sd（鉛直）と
0.5×⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

弾性設計⽤地震動Sd（鉛直）と
0.5×⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

基準地震動Ss（鉛直）と
⼀関東評価⽤地震動（鉛直）

加⼯施設 燃料加⼯建屋 PA ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―
再処理施設 安全冷却⽔B冷却塔（基礎）  A4基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 前処理建屋 AA ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―
再処理施設 分離建屋 AB ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―
再処理施設 精製建屋 AC ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―
再処理施設 ハル・エンドピース貯蔵建屋 AE ○ ○ ○※1 ○ ○ ○ ○※2 ○
再処理施設 制御建屋 AG ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 主排気筒管理建屋 AP ― ― ― ― ― ― ― ―
再処理施設 緊急時対策建屋 AZ ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 主排気筒（基礎）  A1基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 CA ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―

再処理施設 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋

CB ○ ○ ― ― ― ― ― ―

再処理施設 チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋

DC ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―

再処理施設 使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋 FA ○ ○ ○※1 ○ ○ ○ ○※2 ○

再処理施設 使⽤済燃料輸送容器管理建屋（使⽤済燃
料収納使⽤済燃料輸送容器保管庫）※3

FC（FCM） ― ― ― ― ― ― ― ―

再処理施設 使⽤済燃料輸送容器管理建屋（トレーラ
エリア）※3

FC（FCT） ― ― ― ― ― ― ― ―

再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔A（基礎）  F1A基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔B（基礎）  F1B基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―

再処理施設
第1⾮常⽤ディーゼル発電設備重油タンク
室（基礎）

 F2基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―

再処理施設 ⾼レベル廃液ガラス固化建屋 KA ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ―
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟  KB(E) ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ○
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋⻄棟  KB(W) ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ○
再処理施設 ⾮常⽤電源建屋 GA ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 燃料油貯蔵タンク基礎  GAT基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 冷却塔A、B（基礎）  G10基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 第1保管庫・貯⽔所 G13 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 第2保管庫・貯⽔所 G14 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 第1軽油貯蔵所（基礎）  G15基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 第2軽油貯蔵所（基礎）  G16基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
再処理施設 重油貯蔵所（基礎）  G17基礎 ○ ○ ― ― ― ― ― ―

廃棄物管理施設 ガラス固化体受⼊れ建屋※3 EA ― ― ― ― ― ― ― ―
廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋 EB ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ○
廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋B棟 EB2 ○ ○ ○※1 ○※1 ○ ○ ○※2 ○

※2：Sd地震時及びSs地震時に対する評価の判定値は短期許容応⼒度であり，弾性設計⽤地震動Sdによる地震⼒よりも基準地震動Ssによる地震⼒の⽅が上回ることから，Ss地震時の評価に包含される。

施設区分

          評価対象部位及び
          応答⽐率の算定に⽤いる地震動
 
 建物・構築物名称

○：対象建屋に当該評価対象部位が存在する場合
ー：対象建屋に当該評価対象部位が存在しない場合
※1：基準地震動Ssによる地震⼒に対する評価において，⽔平⽅向の地震荷重により求まる各層の最⼤せん断ひずみ度が許容限界を超えないことを確認することで，構造強度，機能維持の確認が可能であり，鉛直⽅向の地震荷重は考慮しないため本検討の対象外とする。

Sクラス壁  Sクラス床

※3：Sクラス設備を有さない建物の波及的影響評価については，⽔平⽅向の地震荷重により求まる各層の最⼤せん断ひずみ度が許容限界を超えないことを確認することで，波及的影響を及ぼさないことの確認が可能であり，鉛直⽅向の地震荷重は考慮しないため本検討の対象外とする。

ハッチング部の抽出結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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4.2  評価対象部位の評価方法 

① 地盤（接地圧） 

地盤（接地圧）については，Ss地震時に対する評価として，水平地震力及び鉛直地

震力の組合せにより算出していることから，基礎スラブの要素の最大応答軸力の応答

比率（一関東評価用地震動（鉛直）/基準地震動Ss（鉛直））を割増係数として設定

し，各計算書に示す最大接地圧の検定比に乗じて検定比が1.00を超えないことを確認

する。 

 

② 基礎スラブ 

基礎スラブについては，Ss地震時に対する評価として，上部構造からの水平地震力

及び鉛直地震力の組合せ応力を考慮することから，基礎スラブの直上の要素における

最大応答軸力の応答比率（一関東評価用地震動（鉛直）/基準地震動Ss（鉛直））の

最大値を割増係数として設定し，各計算書に示す応力評価結果の検定比に乗じて検定

比が1.00を超えないことを確認する。 

 

③ Sクラスの壁及び床 

a. Sクラスの壁 

Sクラスの壁のうち，セル壁等については，Sd地震時に対する評価として，水平地

震力及び鉛直地震力の組合せ応力を考慮することから，セル壁等の位置する要素にお

ける最大応答軸力の応答比率（0.5×一関東評価用地震動（鉛直）/弾性設計用地震動

Sd（鉛直））の最大値を割増係数として設定し，各計算書に示す応力評価結果の検定

比に乗じて検定比が1.00を超えないことを確認する。 

Sクラスの壁のうち，プールの壁については，Ss地震時に対する評価及びSd地震時

に対する評価として，水平地震力及び鉛直地震力の組合せ応力を考慮することから，

プールの壁の位置する要素における最大軸応力度の応答比率（Ss地震時の評価の場合

は一関東評価用地震動（鉛直）/基準地震動Ss（鉛直），Sd地震時の評価の場合は

0.5×一関東評価用地震動（鉛直）/弾性設計用地震動Sd（鉛直））の最大値を割増係

数として設定し，各計算書に示す応力評価結果の検定比に乗じて検定比が1.00を超え

ないことを確認する。 

 

ｂ. Sクラスの床 

Sクラスの床については，Ss地震時に対する評価として，鉛直方向の地震荷重とし

て慣性力を考慮することから，Sクラスの床の位置する質点における鉛直方向の最大

応答加速度の応答比率（一関東評価用地震動（鉛直）/基準地震動Ss（鉛直））の最

大値を割増係数として設定し，各計算書に示す応力評価結果の検定比に乗じて検定比

が1.00を超えないことを確認する。  
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④ 屋根鉄骨，屋根トラス 

屋根鉄骨，屋根トラスのSs地震時に対する評価として，屋根鉄骨，屋根トラスを支

持する柱部材までモデル化した立体フレームモデルへの入力地震動に柱脚部の時刻歴

応答加速度（水平方向及び鉛直方向）を用いることから，柱脚部レベルの質点におけ

る最大応答加速度の応答比率（一関東評価用地震動（鉛直）/基準地震動Ss（鉛

直））の最大値を割増係数として設定し，各計算書に示す応力評価結果の検定比に乗

じて検定比が1.00を超えないことを確認する。 

 

なお，①～④の評価において，応答比率の最大値が1.00を超えない場合は，その時点

で評価終了とする。また，割増係数を乗じた検定比が1.00を超える場合は，詳細評価と

して，水平方向の基準地震動Ss-C4と一関東評価用地震動（鉛直），または水平方向の弾

性設計用地震動Sd-C4と0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を組み合わせた地震荷重を用

いた応力解析による評価を実施することとし，その評価方法は，各計算書の評価方法に

倣うものとする。 
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5.  まとめ 

各建物・構築物について，一関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震

動（鉛直）の影響評価結果の概要を第 5.-1 表に示す。（影響評価結果の詳細は別紙を参

照。） 

各建物・構築物の評価対象部位について，応答比率が 1.00 を超えないこと，または

応答比率が 1.00 を超える場合は，割増係数を乗じた検定比が 1.00 を超えないことを確

認した。 

以上のことから，各建物・構築物の耐震評価について，鉛直方向の地震荷重として一

関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を考慮した場合にお

いても影響はなく，安全上支障がないことを確認した。 

  

15



 

12 

 

 

第 5.-1 表 一関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）の 

影響評価結果（検定比一覧） 

 

地盤
（接地圧）

基礎スラブ Sクラス
の壁

Sクラス
の床

屋根鉄⾻
屋根トラス

加⼯施設 燃料加⼯建屋 PA 影響なし 影響なし
影響なし
（0.847）

影響なし
（0.800）

―

再処理施設 安全冷却⽔B冷却塔（基礎）  A4基礎 影響なし 影響なし ― ― ―
再処理施設 前処理建屋 AA ―
再処理施設 分離建屋 AB ―
再処理施設 精製建屋 AC ―
再処理施設 ハル・エンドピース貯蔵建屋 AE
再処理施設 制御建屋 AG ― ― ―
再処理施設 主排気筒管理建屋 AP ― ― ― ― ―
再処理施設 緊急時対策建屋 AZ ― ― ―
再処理施設 主排気筒（基礎）  A1基礎 ― ― ―
再処理施設 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 CA ―
再処理施設 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 CB ― ― ―
再処理施設 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋 DC ―
再処理施設 使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋 FA
再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔A（基礎）  F1A基礎 ― ― ―
再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔B（基礎）  F1B基礎 ― ― ―
再処理施設 第1⾮常⽤ディーゼル発電設備重油タンク室（基礎）  F2基礎 ― ― ―
再処理施設 ⾮常⽤電源建屋 GA ― ― ―
再処理施設 燃料油貯蔵タンク基礎  GAT基礎 ― ― ―
再処理施設 冷却塔A、B（基礎）  G10基礎 ― ― ―
再処理施設 第1保管庫・貯⽔所 G13 ― ― ―
再処理施設 第2保管庫・貯⽔所 G14 ― ― ―
再処理施設 第1軽油貯蔵所（基礎）  G15基礎 ― ― ―
再処理施設 第2軽油貯蔵所（基礎）  G16基礎 ― ― ―
再処理施設 重油貯蔵所（基礎）  G17基礎 ― ― ―
再処理施設 ⾼レベル廃液ガラス固化建屋 KA ―
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟  KB(E)
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋⻄棟  KB(W)

廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋 EB
廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋B棟 EB2

申請
回次

建物・構築物名称
影響評価結果*1＊2

＊1：応答⽐率が1.00を超えない場合，⼜は応答⽐率が1.00を超える場合でも割増係数を考慮した検定⽐が1.00を超えない場合は，「影響なし」と表
記する。
＊2：各計算書に⽰す応⼒評価結果の検定⽐に応答⽐率から設定した割増係数を乗じた時の値を⽰す。

ハッチング部の影響評価結果に 

ついては，後次回申請時に示す。 
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別紙１ 

燃料加工建屋における 

一関東評価用地震動（鉛直）の影響評価結果 
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別紙 1-i 

 

目    次 

 

1. 概要 ................................................................ 別紙 1-1 

2. 一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）

による入力地震動 ........................................................ 別紙 1-2 

3. 応答比率の算定 ...................................................... 別紙 1-4 

4. 評価結果 ............................................................ 別紙 1-8 

 

参考資料 水平方向の地震応答解析結果の比較
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別紙 1-1 

 

1.  概要 

本資料は，補足説明資料本文の「3. 影響評価方針」に基づき，燃料加工建屋の耐震

評価における鉛直方向の地震力の影響を受ける評価対象部位について，鉛直方向の地震

荷重として一関東評価用地震動（鉛直）及び0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を考慮

した場合の影響評価結果の詳細を示す。 
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2.  一関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動 

補足説明資料本文の「3. 影響評価方針」に示すとおり，割増係数の算出に用いる応答

比率を算定するために，一関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛

直）を用いた鉛直方向の地震応答解析（基本ケース）を実施する。 

一関東評価用地震動（鉛直）について，燃料加工建屋の鉛直方向の入力地震動として用

いる，基礎底面位置（T.M.S.L.31.53m）における地盤応答の加速度応答スペクトルを，基

準地震動 Ss の同位置における地盤応答の加速度応答スペクトルと併せて第 2.-1 図に示

す。 

なお，鉛直方向の入力地震動は基本ケースの地盤物性を用い，添付書類「Ⅲ-3-1-1-1 

燃料加工建屋の地震応答計算書」に示す手法と同様に，一次元波動論に基づき，解放基盤

表面で定義される一関東評価用地震動（鉛直）に対する建屋基礎底面レベルでの地盤の応

答として評価したものである。 

また，0.5×一関東評価用地震動（鉛直）における，基礎底面位置（T.M.S.L.31.53m）

における地盤応答の加速度応答スペクトルを，弾性設計用地震動 Sd の同位置における地

盤応答の加速度応答スペクトルと併せて第 2.-2 図に示す。 

第 2.-1 図、第 2.-2 図より，一関東評価用地震動（鉛直），0.5×一関東評価用地震動

（鉛直）の加速度応答を比較すると明瞭なピークが異なっている部分（0.1s～0.2s の間）

があるが，これは地盤の非線形性による地盤物性の違いにより生じている。 

 

注記：添付書類「Ⅲ-3-1-1-1 燃料加工建屋の地震応答計算書」における鉛直方向の基準地

震動 Ss の入力地震動の加速度応答スペクトルに,一関東評価用地震動（鉛直）の入力

地震動の加速度応答スペクトルを加筆 

 

第 2.-1 図 一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動の加速度応答スペクトル

（T.M.S.L.31.53m）  
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第 2.-2 図 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動の加速度応答スペク

トル（T.M.S.L.31.53m） 
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3.  応答比率の算定 

一関東評価用地震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による鉛直方向の

地震応答解析は，添付書類「Ⅲ-3-1-1-1 燃料加工建屋の地震応答計算書」に示す鉛直方

向の地震応答解析モデルを用いる。第 3.-1 図に地震応答解析モデル（鉛直方向）を示す。 

基準地震動 Ss（鉛直）の全波と一関東評価用地震動（鉛直）による鉛直方向の地震応

答解析結果の最大応答値（基本ケース）の比較，及び本文の「3. 影響評価方針」に示し

た方法で算定した応答比率を第 3.-1 表～第 3.-2 表に示す。 

また，弾性設計用地震動 Sd（鉛直）の全波と 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）による

鉛直方向の地震応答解析結果の最大応答値（基本ケース）の比較，及び本文の「3. 影響

評価方針」に示した方法で算定した応答比率を第 3.-3 表～第 3.-4 表に示す。 

なお，基準地震動 Ss（鉛直）及び弾性設計用地震動 Sd（鉛直）による最大応答値（基

本ケース）については全波をそれぞれ入力した場合の各々の波に対する最大応答値の包

絡値を示す。 

基準地震動 Ss（鉛直）による最大応答値に対する一関東評価用地震動（鉛直）による

最大応答値の応答比率は第 3.-1 表～第 3.-2 表より，最大応答加速度では 0.80～1.04 で

あり，最大応答軸力では 0.90～1.03 である。 

また、弾性設計用地震動 Sd（鉛直）による最大応答値に対する 0.5×一関東評価用地震

動（鉛直）による最大応答値の応答比率は第 3.-3 表～第 3.-4 表より，最大応答加速度で

は 0.79～1.05 であり，最大応答軸力では 0.87～1.01 である。 
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第 3.-1 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

 

  

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 
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第 3.-1 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答加速度の比較 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ 

 

第 3.-2 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の最大応答軸力の比較 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ 

  

①基準地震動Ss
（鉛直）全波包絡

②一関東評価用
地震動（鉛直）

77.50 1 609 541 0.89

70.20 2 571 538 0.95

62.80 3 526 522 1.00

56.80 4 488 506 1.04

50.30 5 476 478 1.01

43.20 6 460 428 0.94

35.00 7 438 354 0.81

34.23 8 437 351 0.81

31.53 9 435 345 0.80

最大応答加速度（cm/s2）※1

T.M.S.L.
(m)

応答比率※2

（②／①）
質点番号

①基準地震動Ss
（鉛直）全波包絡

②一関東評価用
地震動（鉛直）

77.50

31.53

35.00
132.81 131.32 0.99

4

8 144.80 141.00 0.98

6 116.00 117.67 1.02

71.51 70.63 0.99

3

2 30.04 27.83

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答軸力（×104kN）※1

応答比率※2

（②／①）

1 10.82 9.67 0.90
70.20

50.75 48.44 0.96
56.80

62.80

7

0.93

43.20

34.23

5 92.53 94.62 1.03
50.30
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第 3.-3 表 弾性設計用地震動 Sd（鉛直）と 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答加速度の比較 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ 

 

第 3.-4 表 弾性設計用地震動 Sd（鉛直）と 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答軸力の比較 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ  

①弾性設計用地震動Sd
（鉛直）全波包絡

②0.5×一関東評価用
地震動（鉛直）

77.50 1 307 269 0.88

70.20 2 288 263 0.92

62.80 3 264 256 0.97

56.80 4 237 247 1.05

50.30 5 232 232 1.01

43.20 6 224 204 0.92

35.00 7 218 174 0.80

34.23 8 218 173 0.80

31.53 9 217 171 0.79

T.M.S.L.
(m)

質点番号

最大応答加速度（cm/s2）※1

応答比率※2

（②／①）

①弾性設計用地震動Sd
（鉛直）全波包絡

②0.5×一関東評価用
地震動（鉛直）

77.50

31.53

1 5.48 4.74 0.87
70.20

2 15.20 13.59

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答軸力（×104kN）※1

応答比率※2

（②／①）

0.90
62.80

3 25.63 23.69 0.93
56.80

4 36.03 34.55 0.96
50.30

5 46.60 46.21 1.00
43.20

6 56.85 57.23 1.01
35.00

7 63.65 63.63 1.00
34.23

8 69.40 68.16 0.99
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4.  評価結果 

燃料加工建屋について地盤（接地圧），基礎スラブ，重要区域の壁，重要区域の床の評価

を行った。なお，地盤（接地圧），基礎スラブ，重要区域の床については基準地震動 Ss 及

び一関東評価用地震動（鉛直）に対する評価を，重要区域の壁については弾性設計用地震動

Sd 及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）に対する評価を実施した。 

鉛直方向の地震力の影響を受ける評価対象部位について，以下のとおり一関東評価用地

震動（鉛直）及び 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）の影響評価結果を示す。 

 

(1)地盤（接地圧） 

地盤（接地圧）については，鉛直方向の地震荷重として軸力を考慮することから，基礎

スラブが位置する T.M.S.L.31.53m～34.23m（要素番号 8）の最大応答軸力の応答比率を割

増係数として設定する。第 4.-1 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 4.-1 表より，応答比率は 0.98 であり，1.00 を超えないことから，地盤（接地圧）

の評価に及ぼす影響がないことを確認した。 

 

(2)基礎スラブ 

基礎スラブは，鉛直方向の地震荷重として上部構造から基礎への軸力を考慮すること

から，基礎スラブ上層 T.M.S.L.34.23m～35.00m（要素番号 7）の最大応答軸力の応答比率

を割増係数として設定する。第 4.-2 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 4.-2 表より，応答比率は 0.99 であり，1.00 を超えないことから，基礎スラブの耐

震評価に及ぼす影響がないことを確認した。 

 

(3)重要区域の壁 

重要区域の壁は，鉛直方向の地震荷重として軸力を考慮することから，重要区域の壁が

位置する T.M.S.L.35.00m～50.30m（要素番号 5～要素番号 6）の最大応答軸力の応答比率

の最大値を割増係数として設定する。第 4.-3 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 4.-3 表より，応答比率は 1.00～1.01 であり，要素番号 6で応答比率が 1.00 を超え

たことから，割増係数を 1.01 とし，その値を乗じた評価結果を第 4.-4 表に示す。第 4.-

4 表より，耐震計算書に示す地盤物性のばらつきを考慮した応力評価結果の検定比に割増

係数を乗じた場合においても，検定比は最大で 0.847 であり，検定比が 1.00 を超えない

ことを確認した。 

 

(4)重要区域の床 

重要区域の床は，鉛直方向の地震荷重として慣性力を考慮することから，重要区域の床

が位置する T.M.S.L.35.00m～50.30m（質点番号 5～質点番号 7）の鉛直方向の最大応答加

速度の応答比率の最大値を割増係数として設定する。第 4.-5 表に応答比率及び割増係数
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を示す。 

第 4.-5 表より，応答比率は 0.81～1.01 であり，質点番号 5で応答比率が 1.00 を超え

たことから，割増係数を 1.01 とし，その値を乗じた評価結果を第 4.-6 表に示す。第 4.-

6 表より，耐震計算書に示す地盤物性のばらつきを考慮した応力評価結果の検定比に割増

係数を乗じた場合においても，検定比は最大で 0.800（EW 方向の曲げモーメントに対する

検定比）であり，検定比が 1.00 を超えないことを確認した。 

 

以上より，燃料加工建屋の耐震評価について，鉛直方向の地震荷重として一関東評価用

地震動（鉛直）及び0.5×一関東評価用地震動（鉛直）を考慮した場合においても，安全

上支障がないことを確認した。  
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第 4.-1 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答軸力の応答比率及び割増係数（地盤（接地圧）） 

T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答軸力（×104kN）※1 

応答比率※2 

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数を

乗じた評価

の要否 

①基準地震動

Ss（鉛直） 

全波包絡 

②一関東評価

用地震動 

（鉛直） 

34.23 
8 144.80 141.00 0.98 - 不要 

31.53 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 
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1
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T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

KV

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する要素番号を示す。 

（鉛直方向） 
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第 4.-2 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答軸力の応答比率及び割増係数（基礎スラブ） 

T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答軸力（×104kN）※1 

応答比率※2 

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数を

乗じた評価

の要否 

①基準地震動

Ss（鉛直） 

全波包絡 

②一関東評価

用地震動 

（鉛直） 

35.00 
7 132.81 131.32 0.99 - 不要 

34.23 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 
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T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

KV
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4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する要素番号を示す。 

（鉛直方向） 
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第 4.-3 表 弾性設計用地震動 Sd（鉛直）と 0.5×一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答軸力の応答比率及び割増係数（重要区域の壁） 

T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答軸力（×104kN）※1 

応答比率※2

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数を

乗じた評価

の要否 

①弾性設計用地

震動 Sd（鉛直） 

全波包絡 

②0.5×一関東

評価用地震動

（鉛直） 

50.30 
5 46.60 46.21 1.00 

1.01 要 43.20 

6 56.85 57.23 1.01 
35.00 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 
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T.M.S.L. 35.00
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（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する要素番号を示す。 

（鉛直方向） 
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第 4.-4 表 重要区域の壁の評価結果※1 

方向 

部位 
評価

鉄筋 

解析結果 許容値 
① 

検定比※2 

② 

割増係数 

①×② 

検定比※2 

判

定 
標高 

T.M.S.L.(m) 

sσt 

(N/mm2) 

sσs 

(N/mm2) 

ft 

(N/mm2) 

sft 

(N/mm2) 

NS 43.20～35.00 鉛直 112.6 176.4 345 345 0.838 1.01 0.847 OK 

EW 43.20～35.00 鉛直 94.2 188.7 345 345 0.820 1.01 0.829 OK 

注記1：表中の記号は以下とする。 

sσt ：軸力及び曲げモーメントにより生じる鉄筋引張応力度 
sσs ：せん断力により生じる鉄筋引張応力度 
ft ：鉄筋の短期許容引張応力度 
sft ：鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度 

注記2：検定比＝sσt/ft＋sσs/sft 

※1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

※2：小数第4位を保守的に切上げ  
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第 4.-5 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答加速度の応答比率及び割増係数（重要区域の床） 

T.M.S.L. 

(m) 

質点

番号 

最大応答加速度（cm/s2）※1 

応答比率※2 

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数

を乗じた

評価の要

否 

①基準地震動

Ss（鉛直） 

全波包絡 

②一関東評価

用地震動 

（鉛直） 

50.30 5 476 478 1.01 

1.01 要 43.20 6 460 428 0.94 

35.00 7 438 354 0.81 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

KV

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する質点番号を示す。 

（鉛直方向） 
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第 4.-6 表 重要区域の床の評価結果※1 

 

方向 NS EW 

厚さt（mm）×幅b（mm） 600×1000 

有効せい d（mm） 512 531 

部位 
標高 T.M.S.L. 43.20m 

床位置 1 

配筋及び配

筋量(cm2) 

上端 
D19@200

［14.35］ 

D19@200

［14.35］ 

下端 
D19@200

［14.35］ 

D19@200

［14.35］ 

曲げ 

モーメント 

発生曲げモーメント M（kN･m） 128 182 

短期許容曲げモーメントMA（kN･m） 221 230 

①検定比 M/MA*2 0.580 0.792 

②割増係数 1.01 1.01 

①×②*2 0.586 0.800 

判 定 OK OK 

せん断力 

発生面外せん断力 Q（kN） 195 207 

許容せん断力の割増し係数 α 1.0 1.0 

短期許容面外せん断力 QA（kN） 528 548 

③検定比 Q/QA*2 0.370 0.378 

④割増係数 1.01 1.01 

③×④*2 0.374 0.382 

判 定 OK OK 

※1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

※2：小数第 4位を保守的に切上げ 
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参考資料 

水平方向の地震応答解析結果の比較 

（燃料加工建屋） 
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目    次 

 

1. 水平方向の地震応答解析結果の比較 ...................................... 参考-1 
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参考-1 

 

1.  水平方向の地震応答解析結果の比較 

参考として，燃料加工建屋の基準地震動Ss（水平）における基準地震動Ss-C4（水

平）の影響の程度を把握することを目的として，水平方向の地震応答解析結果の最大応

答値のうち，建物・構築物の耐震評価に地震荷重として考慮するせん断力及び曲げモー

メントについて，全波の基準地震動Ss（水平）と基準地震動Ss-C4（水平）の最大応答

値（基本ケース）の比較を第1-1表～第1-2表に示す。 

また，弾性設計用地震動Sd（水平）における弾性設計用地震動Sd-C4（水平）の影響

の程度を把握することを目的として，水平方向の地震応答解析結果の最大応答値のう

ち，建物・構築物の耐震評価に地震荷重として考慮するせん断力及び曲げモーメントに

ついて，弾性設計用地震動Sd（水平）の全波と弾性設計用地震動Sd-C4（水平）の最大

応答値（基本ケース）の比較を第1-3表～第1-4表に示す。 

なお，基準地震動 Ss（水平）及び弾性設計用地震動 Sd（水平）による最大応答値（基

本ケース）については全波をそれぞれ入力した場合の各々の波に対する最大応答値の包

絡値を示す。 

また，Ss-C4（水平）については Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)をそれぞれ入力した場合の各々

の波に対する最大応答値の包絡値を，Sd-C4（水平）については Sd-C4(NS)，Sd-C4(EW)を

それぞれ入力した場合の各々の波に対する最大応答値の包絡値を示す。 

基準地震動Ss（水平）による最大応答値に対するSs-C4（水平）による最大応答値の

応答比率は第1-1表～第1-2表より，最大応答せん断力ではNS方向で0.69～0.76，EW方向

では0.66～0.74であり，最大応答曲げモーメントではNS方向で0.68～0.86，EW方向では

0.77～0.87であるので，Ss-C4（水平）による最大応答値は，基準地震動Ss（水平）に

よる最大応答値と比べると小さい値となっていることを確認した。 

また，弾性設計用地震動Sd（水平）による最大応答値に対するSd-C4（水平）による

最大応答値の応答比率は第1-3表～第1-4表より，最大応答せん断力ではNS方向で0.63～

0.80，EW方向では0.64～0.78であり，最大応答曲げモーメントではNS方向で0.77～

0.92，EW方向では0.77～0.91であるので，Sd-C4（水平）による最大応答値は，弾性設

計用地震動Sd（水平）による最大応答値と比べて小さい値となっていることを確認し

た。 
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参考-2 

 

 

第 1-1 表 基準地震動 Ss（水平）と基準地震動 Ss-C4（水平）の 

最大応答せん断力の比較 

（a）NS 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す  

基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

77.50

31.53
24.98 18.72

35.00
7 23.93 17.70 0.74

5 17.67 12.30 0.70

13.44 9.81 0.73

34.23

6 22.36 16.08 0.72

50.30
4

1

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答せん断力（×105kN）※1

比率

62.80

2.45 1.68 0.69

0.75

70.20

56.80
3 9.54 7.24 0.76

2 5.89 4.47 0.76

43.20

8

基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

77.50

31.53
8

0.717 24.79

5

4

34.23

50.30
13.68 9.41

9.70 6.81

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答せん断力（×105kN）※1

比率

62.80

1 2.11 1.56 0.74

0.71

0.70

0.69

0.66

6

70.20

56.80
3

2

43.20

26.04 18.58 0.71

22.93 15.89 0.69

18.26 12.05

17.54

5.82 4.15

35.00
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参考-3 

 

 

第 1-2 表 基準地震動 Ss（水平）と基準地震動 Ss-C4（水平）の 

最大応答曲げモーメントの比較 

（a）NS 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す  

基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

77.50

31.53

70.20

62.80

711.01 532.67 0.75

7 637.64 489.49 0.77
35.00

470.30
43.20

34.23

5 414.19 325.10
50.30

56.80
3 170.17 146.84 0.86

4

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答曲げモーメント（×105kN・m）※1

比率

1 21.34 14.40 0.68

2 90.68 75.61

6 607.35 0.77

8

0.83

0.84

0.78

275.68 230.57

基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

77.50

31.53
560.90 0.778 727.62

6

34.23

43.20

50.30

62.80

56.80

比率

0.78

0.87

0.84

0.77

0.82

0.78

2 101.82 85.19 0.84

4

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答曲げモーメント（×105kN・m）※1

1 35.16 27.36

175.52 152.89

278.03 233.59

3

622.37 480.50

418.26 344.67

35.00
7 652.12 509.30

70.20

5
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第 1-3 表 弾性設計用地震動 Sd（水平）と弾性設計用地震動 Sd-C4（水平）の 

最大応答せん断力の比較 

（a）NS 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Sd-C4(NS)，Sd-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Sd-C4(NS)，Sd-C4(EW)の結果の包絡値を示す  

弾性設計用地震動Sd
（水平）全波包絡

弾性設計用地震動Sd-C4

（水平）※2

77.50

31.53

34.23
8 13.59 9.16 0.67

35.00
7 13.17 8.62 0.65

43.20
6 12.41 7.79 0.63

50.30
5 10.03 6.90 0.69

56.80
4 7.71 5.51 0.72

62.80
3 5.52 4.05 0.73

70.20
2 3.29 2.56 0.78

1 1.20 0.96 0.80

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答せん断力（×105kN）※1

比率

弾性設計用地震動Sd
（水平）全波包絡

弾性設計用地震動Sd-C4

（水平）※2

77.50

31.53

34.23
8 13.50 9.21 0.68

35.00
7 13.05 8.66 0.66

43.20
6 12.25 7.79 0.64

50.30
5 9.87 6.64 0.67

56.80
4 7.60 5.22 0.69

62.80
3 5.34 3.78 0.71

70.20
2 3.15 2.32 0.74

1 1.13 0.88 0.78

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答せん断力（×105kN）※1

比率
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第 1-4 表 弾性設計用地震動 Sd（水平）と弾性設計用地震動 Sd-C4（水平）の 

最大応答曲げモーメントの比較 

（a）NS 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Sd-C4(NS)，Sd-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Sd-C4(NS)，Sd-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

弾性設計用地震動Sd
（水平）全波包絡

弾性設計用地震動Sd-C4

（水平）※2

77.50

31.53

34.23
8 410.02 314.42 0.77

35.00
7 367.82 287.39 0.78

43.20
6 349.96 273.16 0.78

50.30
5 234.92 197.87 0.84

56.80
4 150.22 132.38 0.88

62.80
3 87.77 80.35 0.92

70.20
2 45.34 40.46 0.89

要素番号

最大応答曲げモーメント（×105kN・m）※1

比率

1 9.79 8.11 0.83

T.M.S.L.
(m)

弾性設計用地震動Sd
（水平）全波包絡

弾性設計用地震動Sd-C4

（水平）※2

77.50

31.53
8 406.44 313.56 0.77

34.23

6 347.63 270.60 0.78
35.00

7 364.85 285.71 0.78

43.20

4 151.40 131.27 0.87
50.30

5 234.61 194.99 0.83

56.80

2 49.75 44.18 0.89
62.80

3 89.82 81.76 0.91

70.20

T.M.S.L.
(m)

要素番号

最大応答曲げモーメント（×10
5
kN・m）

※1

比率

1 16.10 13.67 0.85
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別紙２ 

安全冷却水 B冷却塔（基礎）における 

一関東評価用地震動（鉛直）の影響評価結果 
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別紙 2-1 

 

1.  概要 

本資料は，補足説明資料本文の「3.影響評価方針」に基づき，安全冷却水B冷却塔

（基礎）の耐震評価における鉛直方向の地震力の影響を受ける評価対象部位について，

鉛直方向の地震荷重として一関東評価用地震動（鉛直）を考慮した場合の影響評価結果

の詳細を示す。 
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別紙 2-2 

 

2.  一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動 

補足説明資料本文の「3. 影響評価方針」に示すとおり，割増係数の算出に用いる応答

比率を算定するために，一関東評価用地震動（鉛直）を用いた鉛直方向の地震応答解析（基

本ケース）を実施する。 

一関東評価用地震動（鉛直）について，安全冷却水 B冷却塔の鉛直方向の入力地震動と

して用いる，基礎底面位置（T.M.S.L.53.80m）における地盤応答の加速度応答スペクトル

を，基準地震動 Ss の同位置における地盤応答の加速度応答スペクトルと併せて第 2.-1 図

に示す。 

なお，鉛直方向の入力地震動は基本ケースの地盤物性を用い，添付書類「Ⅳ-2-1-1-1 a. 

安全冷却水 B冷却塔の地震応答計算書」に示す手法と同様に，一次元波動論に基づき，解

放基盤表面で定義される一関東評価用地震動（鉛直）に対する構築物基礎底面レベルでの

地盤の応答として評価したものである。 

 

 

注記：添付書類「Ⅳ-2-1-1-1 a. 安全冷却水 B冷却塔の地震応答計算書」における鉛直方

向の基準地震動 Ss の入力地震動の加速度応答スペクトルに,一関東評価用地震動（鉛

直）の入力地震動の加速度応答スペクトルを加筆 

 

第 2.-1 図 一関東評価用地震動（鉛直）による入力地震動の加速度応答スペクトル

（T.M.S.L.53.80m） 

  

：一関東評価用地震動（鉛直）

：Ss-A（V）

：Ss-B1（UD）

：Ss-B2（UD）

：Ss-B3（UD）

：Ss-B4（UD）

：Ss-B5（UD）

：Ss-C1（UD）

：Ss-C2（UD）

：Ss-C3（UD）

周 期(s)

加

速

度

(cm/s2)

凡例
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3.  応答比率の算定 

一関東評価用地震動（鉛直）による鉛直方向の地震応答解析は，添付書類「Ⅳ-2-1-1-

1 a. 安全冷却水 B 冷却塔の地震応答計算書」に示す鉛直方向の地震応答解析モデルを

用いる。第 3.-1 図に地震応答解析モデル（鉛直方向）を示す。 

基準地震動 Ss（鉛直）の全波と一関東評価用地震動（鉛直）による鉛直方向の地震応

答解析結果の最大応答値（基本ケース）の比較，及び本文の「3. 影響評価方針」に示し

た方法で算定した応答比率を第 3.-1 表～第 3.-2 表に示す。 

なお，基準地震動 Ss（鉛直）による最大応答値（基本ケース）については全波をそれぞ

れ入力した場合の各々の波に対する最大応答値の包絡値を示す。 

基準地震動 Ss（鉛直）による最大応答値に対する一関東評価用地震動（鉛直）による

最大応答値の応答比率は第 3.-1 表～第 3.-2 表より，最大応答加速度では ～ で

あり，最大応答軸力では ～ である。 

 

  

45



 

別紙 2-4 

 

 

 

第 3.-1 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

 

  

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 
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別紙 2-5 

 

第 3.-1 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答加速度の比較 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ 

 

第 3.-2 表 基準地震動 Ss（鉛直）と一関東評価用地震動（鉛直）の 

最大応答軸力の比較 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第 3位を保守的に切上げ 

  

①基準地震動Ss
（鉛直）全波包絡

②一関東評価用
地震動（鉛直）

応答比率※2

（②／①）

T.M.S.L.
(m)

質点番号
最大応答加速度（cm/s2）※1

①基準地震動Ss
（鉛直）全波包絡

②一関東評価用
地震動（鉛直）

T.M.S.L.
(m)

要素番号
最大応答軸力（×103kN）※1

応答比率※2

（②／①）
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別紙 2-6 

 

4.  評価結果 

安全冷却水 B冷却塔（基礎）について地盤（接地圧），基礎スラブの評価を行った。 

鉛直方向の地震力の影響を受ける評価対象部位について，以下のとおり一関東評価用地

震動（鉛直）の影響評価を示す。 

 

(1)地盤（接地圧） 

地盤（接地圧）については，鉛直方向の地震荷重として軸力を考慮することから，基礎

スラブが位置する T.M.S.L. m～ m（要素番号 3）の最大応答軸力の応答比率を割

増係数として設定する。第 4.-1 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 4.-1 表より，応答比率は であり 1.00 を超えないことから，地盤（接地圧）

の評価に及ぼす影響がないことを確認した。 

 

(2)基礎スラブ 

基礎スラブは，鉛直方向の地震荷重として上部構造から基礎への軸力を考慮すること

から，基礎スラブ上層 T.M.S.L. m～ m（要素番号 1～2）の最大応答軸力の応答

比率を割増係数として設定する。第 4.-2 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 4.-2 表より，応答比率は ， であり 1.00 を超えないことから，基礎スラブ

の耐震評価に及ぼす影響がないことを確認した。 

 

以上より，安全冷却水B冷却塔（基礎）の耐震評価について，鉛直方向の地震荷重とし

て一関東評価用地震動（鉛直）を考慮した場合においても安全上支障がないことを確認し

た。 
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別紙 2-7 

 

第4.-1表 最大応答軸力の応答比率及び割増係数（地盤（接地圧）） 

T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答軸力（×103kN）※1 

応答比率※2 

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数

を乗じた

評価の要

否 

①基準地震動

Ss（鉛直） 

全波包絡 

②一関東評価

用地震動 

（鉛直） 

不要 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する要素番号を示す。 

（鉛直方向） 
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別紙 2-8 

 

第 4.-2 表 最大応答軸力の応答比率及び割増係数（基礎スラブ） 

T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答軸力（×103kN）※1 

応答比率※2 

（②／①） 

割増 

係数※3 

割増係数

を乗じた

評価の要

否 

①基準地震動

Ss（鉛直） 

全波包絡 

②一関東評価

用地震動 

（鉛直） 

不要 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：小数第3位を保守的に切上げ 

※3：応答比率が1.00を超えない場合は「-」とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 3：破線囲みは該当する要素番号を示す。 

（鉛直方向） 
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参考-1 

 

1.  水平方向の地震応答解析結果の比較 

参考として，安全冷却水B冷却塔の基準地震動Ss（水平）における基準地震動Ss-C4

（水平）の影響の程度を把握することを目的として，水平方向の地震応答解析結果の最

大応答値のうち，建物・構築物の耐震評価に地震荷重として考慮するせん断力及び曲げ

モーメントについて，全波の基準地震動Ss（水平）と基準地震動Ss-C4（水平）の最大

応答値（基本ケース）の比較を第1-1表～第1-2表に示す。 

なお，基準地震動 Ss（水平）による最大応答値（基本ケース）については全波をそれぞ

れ入力した場合の各々の波に対する最大応答値の包絡値を示す。 

また，Ss-C4（水平）については Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)をそれぞれ入力した場合の各々

の波に対する最大応答値の包絡値を示す。 
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参考-2 

 

第 1-1 表 最大応答せん断力の比較 

（a）NS 方向 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

  

①基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

T.M.S.L.
(m)

要素番号
最大応答せん断力（×103kN）※1

比率

①基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

T.M.S.L.
(m)

要素番号
最大応答せん断力（×103kN）※1

比率
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参考-3 

 

 

第 1-2 表 最大応答曲げモーメントの比較 

（a）NS 方向 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

（b）EW 方向 

※1：基本ケースの結果，網掛けは最大値を示す 

※2：Ss-C4(NS)，Ss-C4(EW)の結果の包絡値を示す 

 

①基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

最大応答曲げモーメント（×104kN・m）※1

比率
T.M.S.L.

(m)
要素番号

①基準地震動Ss
（水平）全波包絡

基準地震動Ss-C4

（水平）※2

比率
T.M.S.L.

(m)
要素番号

最大応答曲げモーメント（×104kN・m）※1
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